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. は じ め に
非線形マクロ経済動学モデル(1)が最近再び注目を集めている。マクロ経済動学モデルというものは持続
的な景気循環を再現できるだけでなく，同期，間欠性，カオス的遍歴といった様々な興味深い非線形現象
を生み出しうる。これが次第に明らかになったことに加え，現実の主要マクロ経済変数の通時的変動に非
線形性があることが最近の実証研究(2)で裏付けられたことが非線形マクロ経済モデルの再考ブームを後押
ししているのではないかと考えられる。
本研究では 2 国の相互作用を考慮した高次元マクロモデルの動学的特性に着目する。景気循環モデル
によって生み出される持続的振動を適切な方法で結合（カップリング）すれば，国際貿易や資本移動を考
慮した高次元の動学モデルを得ることができるが，このような高次元化がカオス的振る舞いを引き起こす
可能性があることは Lorenz（1987）が指摘している。Lorenz（1987）のモデルは単純であるがゆえに，
そのモデルから引き出された含意は貿易による影響が景気循環を複雑化しうるということだけであった。
実際，モデルが生み出すカオスアトラクタから不安定周期軌道を取り出せば，その構造が他国との結合が
ない場合とほとんど変わらないことを確認することができる。Lorenz（1987）以降，国際的な相互作用
のある景気循環モデルが多くの研究者によって考案ないし拡張され(3)，Asada et al. (2003, Ch.10）では
様々なチャンネルで相互作用する 2 国の経済変動をモデル化した10次元常微分方程式が KWG モデルと
して提示された。この KWG モデルが生み出す複雑なカオスアトラクタの構造を，Ishiyama（2010）は
不安定周期軌道解析によって明らかにしている。本研究では，パラメータ設定を変えることによって
KWG モデルが様々な形で結合した 2 国の景気循環を再現できる点に着目し，このモデルが再現する非線
形モデル現象を，不安定周期軌道解析ではなくクロスウェーブレット解析することにより，Aguiar-Con-
raria and Soares（2011）が定義している 2 国間の「距離」という統計量が 2 国の結合の強さの指標とな
りうるか否かを検証する。2 国間の景気循環の関連として，本研究では特に同期現象に注目する。国同士
の結びつきの強さが景気循環の同期非同期とどう関係するかは未だに解明されていない問題であり，2 国
の結合の度合いを数値化することができれば，同期の条件をより具体的に議論することが可能になると期
待される。
本論文の構成は以下の通りである。続く第 2 節では，KWG モデルを概括し，このモデル方程式の再現
する景気循環を数値シミュレーションによって確認する。第 3 節では，ウェーブレット解析について解
説し，KWG モデル現象に対するクロスウェーブレット解析の結果について述べる。第 4 節で本研究の結
果をまとめ，今後の課題に言及する。
. モ デ ル
ここでは，Asada et al. (2003, Ch.10）の提示した KWG モデルを概括する。KWG モデルは 2 つの国
―  ―
国士舘大学情報科学センター紀要 第34号（2013年)
の経済が複数のチャンネルで相互作用しながら時間発展する様子を描写する。その動学方程式は以下のよ
うにして導かれる。内生変数の種類が多く，それだけで十分煩雑になるため，KWG モデルにおいてはで
きる限り仮定を簡単化し，関数については，ほとんどの場合，線形関数を仮定する。
はじめに，労働者は稼いだ賃金を全て使って自国の財を消費すると仮定する。彼らの名目賃金率を w，
国内物価水準を p とすると，実質賃金率は，
v＝
w
p
(1)
と定義される。賃金所得に対しては税がかからないものと仮定しておく。
一方，産出量を Y，資本ストックを K，雇用量を Ld として，利潤率を
r＝
Y－dK－vLd
K
(2)
と定義する。ただし，d は資本減耗率を表す定数である。
生産関数に関しては，産出資本比率一定と仮定する。
y＝
Y
K
(3)
同様にして，労働資本比率も一定と仮定する。
ld＝
Ld
K
(4)
式(2), (3), (4)より，
r＝y－d－vl d (5)
が得られる。
利潤所得 rK および保有する自国の国債，外国の国債からの利子所得についてはそれぞれの国で税が課
せられている。簡単のため，それらの支払い分から利子所得を差し引いたものを自国の資本ストックで割
ると一定の値 tc になると仮定する。したがって，資本家の可処分所得は
(r－tc)K (6)
と表される。彼らはこの可処分所得の一部を自国で生産された消費財と外国から輸入される消費財の購入
に充てる。
資本家の消費のうち，gc(h）が自国財に対する需要の割合であるとしよう。ここで，h は実質為替レー
ト，すなわち，自国の財 1 単位を外国の財 h 単位に交換できる状況を表す。簡単のため，gc(h）は次のよ
うな一次関数とする(4)。
gc(h)＝gc－g(h－ho) (7)
2 つの国で生産される消費財は代替財であり，輸入財が相対的に安価になれば通常は輸入財に対する需要
が増加し，国内財に対する需要が減少する。よって，gc(h）は h の減少関数である。なお，自国の労働者
と資本家による自国財消費需要の合計は，資本ストック 1 単位あたりでは
c1＝vl d＋gc(h)(1－sc)(r－tc) (8)
となる。
自国財に対する需要を構成する第 2 の要素である投資（新規の民間投資）は，利潤率，実質インフレ
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率の予測値，資本ストックに依存すると仮定する。
I＝i(r－(r－pe))K＋nK (9)
ここで i は正の定数，r は名目利子率，pe はインフレ期待，n は自然成長率を表す。この式は，資本スト
ックが以下のように成長することを意味している。
ÂK＝
I
K
＝i(r－(r－pe))＋n (10)
ただし，変数の上のハットは成長率を表すものとする。自然成長率 n は，労働供給の増加率を意味する
ものである。これは，利潤率 r が r－pe に一致するときの資本ストックの成長率でもある。
総需要の 3 番目の構成要素は政府支出である。政府支出は資本ストックに比例すると仮定する。すな
わち，
G＝K (11)
とする。
そして，総需要の最後の構成要素である輸出は，外国からみれば輸入にあたる。つまり，外国の資本家
が可処分所得の一定割合（1－gc(h））で自国財を購入している。なお，外国の変数については上添字を
用いて示すこととする。両国の労働供給の初期値が等しいと仮定すると，資本ストック 1 単位あたりの
自国の輸出は
c1＝
l
hl
(1－gc(h))(1－sc)(r－tc) (12)
と表される。ただし，l は自国の資本ストックに対する自国の労働供給の比，lは外国の資本ストックに
対する外国の労働供給の比とする。
物価水準は財市場の超過需要だけでなく，名目賃金変化率とインフレ期待の加重平均の影響にも依存し
て変動すると仮定する。
âp＝bpXp＋kp âw＋(1－kp)pe (13)
ここで Xp は財市場における資本ストック 1 単位あたりの超過需要とする。その係数 bp は，財市場にお
ける価格の調整速度と解釈される。
Xp＝c1＋c1＋i(r－(r－pe))＋n＋d＋－y (14)
物価変動に対する期待形成については，適応的期待と合理的期待の加重平均を考える。
·pe＝bp(ap( âp－pe)＋(1－ap)( âpo－pe)) (15)
ここで âpo は長期均衡におけるインフレ率を表す。係数 bp はこの期待形成における調整速度である。
名目賃金の変動もまた主として労働市場の超過需要に依存するが，実際のインフレ率と期待インフレ率
の加重平均にも影響されると仮定する。
âw＝max[bwXw＋kw âp＋(1－kw)pe,0] (16)
ここで Xw は労働市場の超過需要の指標であり，
Xw＝
l d
l
－V˜ (17)
と定義する。ここで V˜ はインフレ非加速的失業率（NAIRU）が実現しているという意味で正常な雇用率
である。この名目賃金変化に関しては賃金の下方硬直性を考慮した区分線形関数を仮定している。式
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(16)の bw は調整速度労働市場における賃金の調整速度を意味する。
一方，利子率は貨幣市場において需要と供給が一致するように決定されると仮定する。
M
p
＝h1Y＋h2K(ro－r) (18)
式(18)の左辺は貨幣市場における供給，右辺は需要を表し，M は貨幣供給，ro は均衡利子率とする。こ
の式では，貨幣需要が Y, K, r に依存することを仮定している(5)。右辺の h1 と h2 は貨幣需要関数のパラ
メータであり，これらは正の定数とする。資本 1 単位当たりの実質貨幣供給を m で表すと，名目利子率
を決定する式は
r＝ro＋
h1y－m
h2
(19)
となる。さらに中央銀行による貨幣供給の増加率を m とすると，式(10)より，m の変化率は
âm＝m－ âp－i(r－(r－pe))－n (20)
と表される。
次に外国為替市場について考えよう。名目為替レート e を用いると，実質為替レートは
h＝
p
ep
(21)
と表される。したがって，実質為替レートの変化率は
âh＝ âp－ âe－ âp (22)
となる。資本移動は不完全であると仮定し，自国の資本 1 単位あたりの国際資本移動の方向と大きさ
は，利子の差に依存するものとする。そして，名目為替レートは資本移動と純輸出に応じて調整されると
仮定する。
âe＝be(b(r＋e－r)－nx)＋ âeo (23)
ここで nx は自国の資本 1 単位あたりの純輸出を表す。係数 b は資本移動がどれほど活発に行われるかを
表す指標であり，b＝0 は資本移動がないことを意味する。また， âeo は長期均衡における名目為替レート
の変化率であり，e は名目為替レート変化率の予測値を表す。式(23)右辺の係数 be は為替市場の調整速
度であり，これがゼロであれば 2 国間の通貨の交換比率が固定されていることを意味する。名目為替
レートに対する期待形成はインフレーションの場合と同様に，
·e＝be(ae( âe－e)＋(1－ae)( âeo－e)) (24)
と定式化される。この期待形成では be が調整速度パラメータである。
外国経済についても同様にしてモデル化される。かくして，v, l, m, pe, h, e, v, l, m, pの水準が既知
ならば，それらの時間発展を次の方程式系によって決定することができる。
·v＝( âw－ âp)v, (25)
_l＝－i(r－(r－pe))l, (26)
·m＝(m－ âp－i(r－(r－pe))－n)m, (27)
·pe＝bp(ap( âp－pe)＋(1－ap)( âpo－pe)), (28)
·h＝( âp－ âe－ âp)h, (29)
·e＝be(ae( âe－e)＋(1－ae)( âeo－e)), (30)
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·v＝( âw－ âp)v, (31)
_l＝－i(r－(r－pe))l, (32)
·m＝(m－ âp－i(r－(r－pe))－n)m, (33)
·pe＝bp(ap( âp－pe)＋(1－ap)( âpo－pe)). (34)
これが，KWG モデルを要約した10次元微分方程式系である。長期均衡が成立していない場合，上記の方
程式でモデル化された経済は予測値と実現値のギャップに反応して動く。
次にこのモデルの長期均衡について考察する。長期均衡において，10個の主要変数の時間微分はゼロ
である。長期均衡では労働市場を除くすべての市場で需要と供給が一致し，各国の GDP は自然成長率で
成長している。労働市場では失業率がインフレ非加速的失業率に一致している。
簡単のため，2 国の自然成長率に違いはないものと仮定しよう。すなわち，n＝nとする。長期均衡上
で一定値をとる変数に関しては，下添字 o を用いて均衡水準を表している。
このモデルの長期均衡における各変数の水準は次のように決定される。長期均衡における雇用率は V˜
であるから，式(17)より，
lo＝
l d
V˜
(35)
となる。r＝ro とおくと，式(19)より，
mo＝h1y (36)
が得られる。長期均衡では資本ストックが自然成長率で増加するので，式(10)より，
ro＝ro－po (37)
が導かれる。式(20)の両辺は均衡状態でゼロとなる。po は pe の均衡水準を示す。また，均衡ではインフ
レ期待と現実のインフレ率が一致する。よって
po＝m－n (38)
となる。式(6)より，
ro＝y－d－vol d (39)
が得られる。長期均衡においては輸出と輸入も一致する。したがって，実質為替レートの均衡水準は
ho＝
lo(1－gc)(1－sc)(ro－tc)
lo(1－gc)(1－sc)(ro－tc)
(40)
の解となる。ここで
0＜gc＝gc(ho)＜1, (41)
0＜gc＝gc(ho)＜1 (42)
である。式(42)の右辺は h の減少関数であるから ho は一意に定まる。
なお，
ho＝
lo(1－sc)(ro－tc)
lo(1－sc)(ro－tc)
(43)
に対して，gc＝gc＝1 となる場合も特殊なパラメータ設定として認めるものとする。式(14)において輸出
を輸入に置換し，左辺をゼロとおくと，次の均衡条件が引き出される。
vol d＋(1－sc)(ro－tc)＋n＋d＋－y＝0 (44)
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連立方程式(39)，(44)を解くことによって，
ro＝tc＋
n＋－tc
sc
(45)
vo＝
y－d－ro
l d
(46)
が得られる。長期均衡においては両国の利潤率が一致し，資本移動も起こらない。このとき，名目為替
レートの成長率の予測は実現値に一致し，
eo＝m－m (47)
となる。
以上より，このモデルに含まれるいかなる調整速度にも長期均衡は依存しないことは明らかである。
Asada et al. (2003）は，調整速度が十分大きければ均衡が局所的に不安定になることを解析的に明らか
にしている。このモデルは非線形モデルであるから，調整速度を徐々に大きくしていけば，分岐が起こ
り，安定なリミットサイクルが出現する可能性がある。実際，このモデルは様々なパラメータ設定に対し
て，安定なリミットサイクルを生成する。
本研究の目的は，2 国間の結合の強さが Aguiar-Conraria and Soares (2011）の定義する距離によって
捉えられるかどうかを検証し，2 国間の結合の強さと同期非同期の関係を明らかにすることである。つま
り，2 国の政策の相違が景気循環にどのような影響を与えるか，などを議論するつもりはない。よって，
調整速度以外のパラメータ設定が共通である 2 国を考えることにする。既に述べたように調整速度は均
衡水準に影響しないため，この設定において 2 国の均衡は等しい。KWG モデルを用いて同期現象を分析
するには，2 国間の相互作用がない状態での各国経済は，Picovsky et al. (2003）が指摘しているように
周期がある程度異なる自律的振動をしている必要がある。ゆえに，各国の調整速度をそのような水準に設
定する。図 11 はそのようなパラメータ設定(6)の下で出現するリミットサイクルを ll平面に投影したも
のである。この安定周期軌道上では 2 国の景気循環は全く同じ周期になっている。結合前の各国の景気
循環は，それぞれ図 12，図 13 に示されているように，相図では似た形状であるが周期は明らかに異な
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図 KWG モデルのリミットサイクル（結合前の外国）
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る。この場合の各国の調整速度は，bw＝bw＝1.9, bp＝bp＝3.3, bp＝3.4, bp＝3.3とした。両国のパラメータ
はインフレーションに対する期待形成においてのみわずかに異なっている。
他のパラメータが不変であっても調整速度を変えれば結合前の段階でカオスが出現することもあり，そ
して，カオス的に変動する各国の景気循環が結合によって安定なリミットサイクルになることもある。図
21 から図 23 に示される経済変動は調整速度を bw＝bw＝1.7, bp＝bp＝3.3, bp＝3.2, bp＝3.3に変更した場
合のものであり，カオス的振動の結合が安定なリミットサイクルを生み出すことを例示している。結合条
件は図 11 の場合と同じである。この設定を基準にして貿易による相互依存関係を強くした場合の典型
的振る舞いとしてのアトラクタは図 31，弱くした場合のアトラクタは図 32 に描かれている。いずれの
アトラクタも複雑な構造をしており，これらの設定の下では相互作用によって 2 国の経済変動が同期す
る時期とそうでない時期があることが予想される。
次の節の後半では，結合の仕方を様々に変えた場合に両国の景気循環がどの程度の関連性を持つのかを
2 つの系列の距離によって捉えることを試みる。なお，KWG モデルでは各国の経済状態は 4 つの主要経
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図 KWG モデルの複雑なアトラクタ（結合前の自国）
図 KWG モデルの複雑なアトラクタ（結合前の外国）
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図 KWG モデルの複雑なアトラクタ（貿易依存度を強くした場合）
図 KWG モデルの複雑なアトラクタ（貿易依存度を弱くした場合）
KWG モデルに対するウェーブレット解析
済変数によって表されるが，景気を表す指標である実質 GDP 成長率を解析の対象とする。
. ウェーブレット解析
非線形モデルが生成する時系列データの特徴を捉える方法のひとつとしてウェーブレット解析が挙げら
れる。フーリエ解析が時系列に対する全体的な情報を与えるのに対し，ウェーブレット解析では様々なス
ケールに対する局所的な振動の情報が得られる。とくに，KWG モデルの解析においては，2 国の景気循
環の同期・非同期の時間領域を捉えるのに役立つと考えられる。
フーリエ変換では 1/2, sin(kt), cos(kt)を直交基底として信号を展開するが，ウェーブレット変換では
マザーウェーブレットとよばれる関数ψ(t）を元にして信号 x(t）を
Wx(s,t)＝f
＋∞
－∞
x(t)
1
|s|
ψ˜(t－ts )dt (48)
と変換する(7)。マザーウェーブレットには様々なものがあるが，経済データの連続型ウェーブレット変換
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図 Morlet のマザーウェーブレット（実部）
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でしばしば使われるのは Morlet ウェーブレットである。本研究では以下の簡略化された Morlet のマ
ザーウェーブレットを用いて解析を行う(8)。
ψ(t)＝p
－
1
4 e6ite
－
t 2
2 (49)
図 4 はこの急減少関数の実部の変動を示したものである。図の横軸は時間，縦軸は関数の値を意味す
る。これをみれば，Morlet ウェーブレットが様々なスケール s および時間 t で 3 周期分程度の局所的な
周期的変動を抽出しようとしていることがわかるだろう。
時系列のクロスウェーブレット変換を最初に考案したのは Hudgins et al. (1993）であるといわれてい
る。本研究ではウェーブレット変換された 2 つの時系列 Wx と Wy に対して Aguiar-Conraria and Soares
(2011）が提案した距離の測定基準を簡略化し，
dist(Wx,Wy)＝
F
∑
k＝1
s2k d(Lkx,Lky)
F
∑
k＝1
s2k
(50)
と定義した距離を用いて 2 国の実質 GDP 成長率変動の類似性の度合いを測定している。こここで，Wx
と Wy は F×T のウェーブレット変換行列であり，Cxy＝WxWHy を
Cxy＝U∑VH (51)
と特異値分解し，
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(52)
とおき，また，uk, vk をそれぞれ U と V の k 番目の列ベクトルとして，
Lxk＝uHk Wx, (53)
Lyk＝vHk Wy (54)
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図 貿易依存度と 2 国間の距離（カオス的な景気循環の結合）
図 貿易依存度と 2 国間の距離（周期的な景気循環の結合）
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とおいている。関数 d(Lkx, Lky）の詳細については Aguiar-Conraria and Soares (2011）を参照せよ。この
距離に関しては，ウェーブレット変換後の 2 つの系列の各スケールでの位相が類似していれば，類似し
ているほどゼロに近くなる。また，この距離の定義は，同じ変数ペアについて異なる条件下で得た同一期
間の時系列を比較する場合には有用であるが，任意の時系列ペアについてその類似性を絶対的に評価でき
るものではない点に注意する必要がある。
まずは，結合がない場合に内生的循環する 2 国の経済を結合し，貿易による相互依存関係を徐々に強
めていった場合にウェーブレット変換した系列の距離がどのように縮まるのかを確認する。結合前の自国
の景気循環は図 22，外国の景気循環は図 23 に描かれているようにいずれもカオス的であるとしよう。
貿易による相互作用を通じて2国のカオス的な景気循環が安定な周期的変動に変化し，さらに相互作用を
強めることによってそれがやがて再びカオス的振る舞いに変化することは前節で簡単に確認した。この一
連の変化は距離計算によって連続的にとらえることができる。
図 5 は調整速度以外のパラメータ設定が等しい 2 国を結合し，gc＝gc を gc＝gc＝0.99から gc＝gc＝0.7ま
で徐々に小さくしていったときの 2 国の景気循環の距離をプロットしたものである。また，図 6 は，結
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表 様々な結合状態における 2 国間の距離
ケース 1 ケース 2 ケース 3
結合なし 0.7080 0.7112 0.6390
貿易あり（変動相場） 0.0945 0.5594 0.4834
貿易あり（固定相場） 0.0954 0.5075 0.4686
貿易・資本移動あり（変動相場） 0.0938 0.4372 0.4629
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合前の段階で安定な周期的変動をする自国と外国の経済を結合し，図 5 と同様に徐々に貿易による相互
依存関係を変化させていったときの距離の変化を示している。どちらも，貿易が行われるようになったこ
とで 2 国間の距離は一気に縮まるが，ある程度以上依存関係が強くなると，逆に少し離れるという結果
が得られた。
次に，結合前の 2 国の調整速度を 3 通りに設定し，固定相場制の下で貿易がある場合，変動相場制の
下で貿易がある場合，変動相場で貿易と資本移動がある場合，および結合がない状態について距離を計算
した。その結果が表 1 に示されている。ケース 1 では，bw＝bw＝1.9, bp＝3.3, bp＝3.5, bp＝3.4, bp＝3.5，
ケース 2 では，bw＝1.1, bw＝1, bp＝bp＝2.9, bp＝5.3, bp＝5.5，ケース 3 では bw＝1.9, bw＝1, bp＝3.3, bp＝
2.9, bp＝3.4, bp＝5.5とした。
貿易によって相互作用する場合と結合がない場合とを比較すれば，当然のことながら前者の方が距離は
近い。インフレーションの影響が直接他国に伝播する固定相場制とある程度それが緩和されて伝わる変動
相場制との比較でもケース 2 とケース 3 において前者の方が距離は近いという結果になっている。加え
て，変動相場制の下で資本移動がある場合とない場合との比較では，すべてのケースで結合の強い前者の
方が距離は小さいという結果になっている。
. 結 語
本研究では，2 国の相互作用を考慮した高次元マクロモデルである KWG モデルがパラメータ設定によ
って様々な形で結合した 2 国の景気循環を再現できる点に着目し，このモデルが再現する非線形モデル
現象をクロスウェーブレット解析することによって，Aguiar-Conraria and Soares (2011）が定義してい
る 2 国間の「距離」という統計量が 2 国の結合の尺度として妥当であることを例証する。
結合がない場合に内生的循環する 2 国の経済を結合し，貿易による相互依存関係を徐々に強めていっ
た場合のウェーブレット変換した系列の距離の変化を計算したところ，貿易が行われるようになったこと
で 2 国間の距離が縮まることが確認された。ある程度以上依存関係が強くなると距離がややひろがると
いう結果については，なぜそのような結果になるか今後詳細に検討する必要があるが，おそらく，結合が
強すぎると同期現象が起こらなくなるのではないかと考えられる。
固定相場制の下で貿易がある場合，変動相場制の下で貿易がある場合，変動相場で貿易と資本移動があ
る場合，および結合がない状態について 2 国間の距離を計算した結果については以下の通りである。貿
易によって相互作用する場合と結合がない場合とを比較すれば，当然のことながら前者の方が距離は近
い。インフレーションの影響が直接他国に伝播する固定相場制とある程度それが緩和されて伝わる変動相
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場制とでは，前者の方が強い結合であると考えられるが，この比較では必ずしも前者の方が近い距離にな
るという結果にはならなかった。その原因としては，変動相場制の下での貿易で既に十分近い距離になっ
てしまったため，貿易依存度を高くしたときと同じく，依存度をさらに高くすることでかえって距離が離
れるという結果になったと考えられる。なお，資本移動がある場合とない場合との比較では結合の強い前
者の方が距離は小さいという結果が得られた。したがって，これらの数値例においては，弱い結合状態か
ら結合のチャンネルが拡大した場合には距離が縮まることが確認されたといえる。
本研究では Aguiar-Conraria and Soares (2011）が提唱する新しい統計量が結合の強さの尺度となりう
ることを数値シミュレーションによって確認したが，限られたパラメータ設定での検証であったため，今
後より詳しく解析する必要があると考えられる。
注
(1) 1940年代から1960年代にかけて，持続的な景気循環を再現する非線形マクロ経済動学モデルが Kaldor (1940),
Goodwin (1951), Goodwin (1967）によって提示された。
(2) たとえば Brock and Sayers (1988), Frank et al. (1988)。
(3) たとえば Chiarella and Flaschel (2000)。
(4) 外国の場合は立場が逆になるので，
gc(h)＝gc＋g(h－ho)＝gc＋g(h－ho)
が自国と同じパラメータ設定であると考える。
(5) Asada et al. (2003, p. 464）では，簡単のため，資本ストックを狭義の国富と考えて，貨幣需要が資本ストックに
依存すると仮定している。
(6) パラメータ設定については，sc＝sc＝0.7, d＝d＝0.1, tc＝tc＝0.35, ＝＝0.35, n＝n＝0.01, m＝m＝0.02, h1＝
h1＝0.1, h2＝h2＝0.2, y＝y＝1, ld＝ld＝0.5, kw＝kw＝0.5, kp＝kp＝0.5, i＝i＝0.5, V˜＝V˜＝0.95, ap＝ap＝0.5; bw＝
bw＝1.9, bp＝bp＝3.3; bp＝3.4, bp＝3.3; gc＝gc＝0.95, g＝g＝0.15, ae＝0.5, b＝1, be＝1, be＝0.9とした。インフ
レーションに関する期待形成がわずかに異なるだけで，それ以外のパラメータは両国共通である。
(7) データを実際にウェーブレット変換する際には，データの存在しない区間についてはデータ値を 0 とおいて計算
している。これはウェーブレット解析においてしばしば用いられる手法である。なお，ウェーブレット変換する
際には，元のデータを標準化してから変換している。
(8) Morlet のマザーウェーブレットは，厳密には
wv0(t)＝p
－
1
4eiv0te
－
t 2
2
という v0 をパラメータとする関数であるが，v0＝6 に固定すると周波数がほぼスケールの逆数にな
るため，しばしば v0＝6 というパラメータ設定が用いられる。本研究でもそのようにしている。
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